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タイトル ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金

発 行 2021/８

内 容

１．ものづくり補助金の概要

２．事業再構築補助金との違い

３．新型コロナウイルス対応の新制度

４．補助率・補助対象経費

５．申請要件

６．審査項目

７．採択のためのポイント

８．応募期限

第２号

タイトル 新型コロナ後の社会を見据えた「事業再構築補助金」

発 行 2021/７

内 容

１．事業再構築補助金の概要

・事業再構築要件

・売上高減少要件

・認定支援機関要件

・付加価値額要件

２．申請要件

３．申請のポイント

第１号

行政書士事務所便り

GIS会員の方は、会員サイトでダウンロードできます。

法改正情報や最新トピックを分かりやすくまとめた情報提供ツールになります。

事務所名とコメントを加えるだけで、クライアントに提供することができます。

また、営業ツールとしてもご利用いただけます。
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タイトル 「死後事務委任契約書」どんなとき必要？

発 行 2021/11

内 容

１．死後事務委任契約をオススメしたい人

・実際に死後事務委任契約を遂行するのに

見込まれる費用

・死後事務委任契約書作成にかかる費用

２．死後事務委任契約を締結すべき時期

３．死後事務委任の方法

４．オススメの方法

第５号

タイトル 太陽光発電で売電する

発 行 2021/10

内 容

１．売電とは？

２．固定価格買取制度（ＦＩＴ）とは？

３．「プレミアム買取事業者」に売る方法

４．発電設備の設置手続

５．【トピックス】農地の上に設備設置

第４号

タイトル 太陽光発電の魅力

発 行 2021/９

内 容

１．魅力

２．補助金制度の利用

・住宅用太陽光発電初期費用ゼロ促進事業

３．地球に優しい

第３号
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タイトル 企業におけるBCP（事業継続計画）の必要性

発 行 2021/２

内 容

１．ＢＣＰと何か？

２．ＢＣＰを作成する必要性

３．ＢＣＰ作成のメリット

４．行政書士に出来ること（依頼するメリット）

５．ＢＣＰの策定は一度きり？

６．策定に要する期間や費用はどれくらい

かかりますか？

７．最低限用意すべきもの（例）

８．最後に

第８号

タイトル
注目すべき警察手続の電子化

～警察手続で注目すべき２つのポイント～

発 行 2022/１

内 容

１．一部対面主義を廃止したこと

２．申請料の電子納付を始めたこと

＜別紙＞

・運用中の対象手続

・キャッシュレス決済の導入について（警視庁）

第７号

タイトル 「建設業許可事務ガイドライン」の改正について

発 行 2021/12

内 容

１．制度の概要

２．ガイドラインにおけるテレワークとは

３．専任要件

４．テレワークを行う経営業務の管理責任者、専任技

術者、令３条使用人が、専任性を要する工事の配

置技術者を兼任できるか

５.「ガイドライン」改訂の適用範囲

６．本改正がもたらす許認可への影響

第６号
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タイトル 特定商取引に関する法律の改正について

発 行 2022/５

内 容

１．特定商取引に関する法律の改正について

２．事業者にとって必要な対策は？

３．義務付けされる最終確認画面での表示事項

４．人を誤認させるような表記について

５．事業者の心構え

第１１号

タイトル オンラインによる在留申請手続の対象範囲の拡大

発 行 2022/４

内 容

１．マイナンバーカードでオンライン申請可能に！

２．オンライン申請の流れ

３．オンラインによる在留手続きのメリット

４．オンラインによる在留手続きのデメリット

第１０号

タイトル ドローンの活用と最新法制

発 行 2022/３

内 容

１．ドローンの法規制

２．ドローンの活用

３．ドローンの最新法制

４．運航管理についての変更点

５．最後に

第９号
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タイトル ドライバーの「働きやすい職場認証制度」について

発 行 2022/８

内 容

１．運送事業者を取りまく求職事情

２．国土交通省による制度の創設「見える化」

３．申請者や認証の単位、要件など

４．認証のメリットやスケジュール

５．まとめ

第１４号

タイトル 愛犬・愛猫へのマイクロチップ装着・登録が義務化

発 行 2022/７

内 容

１．マイクロチップ装着・登録制度の概要

２．マイクロチップ装着のメリット

３．マイクロチップ情報の変更登録

・ブリーダーやペットショップ等から購入した

飼い主

４．マイクロチップ情報の新規登録

・マイクロチップを新たに装着した飼い主

５．まとめ

第１３号

タイトル 一般社団法人制度の概要と利活用について

発 行 2022/６

内 容

１．一般社団法人とは

２．一般社団法人の利活用

３．一般社団法人の設立

４．まとめ

第１２号
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タイトル 創業支援等事業制度について

発 行 2022/11

内 容

１．創業支援等事業制度の背景

２．創業支援等事業制度の概要

３．優遇制度

・会社設立時の登録免許税が減免

・創業保証が６か月前から利用可能

・新創業融資の自己資金要件優遇

・融資金利の利率引き下げ

４．まとめ

第１７号

タイトル 相続土地国庫帰属制度の概要

発 行 2022/10

内 容

１．制度概要

２．対象者

３．申請することができない土地（却下要件）

４．承認を受けることができない土地（不承認要件）

５．申請・費用

６．まとめ

第１６号

タイトル 音楽のデジタル化と著作権の行方

発 行 2022/９

内 容

１．コンテンツと著作権

２．著作権とは何者なのか？

３．著作権の存続期間と権利の譲渡

４．音楽のデジタル化で起きている変化

５．TikTokで音楽を使用する場合の著作権

６．まとめ

第１５号
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タイトル １月からスタートした「電子車検証」について

発 行 2023/２

内 容

１．すでに小型化・電子化されている車検証

２．電子化によりどのように変わったのか？

３．自動車ユーザー（使用者）が車検証記載外の

情報を知る方法

４．アプリの使い方と便利な機能

＜アプリの便利な機能（メリット）＞

５．まとめ

第２０号

タイトル
所有者不明土地対策の概要

～地域福利推進利用について～

発 行 2023/１

内 容

１．制度の概要

２．地域福利推進利用

３．制度利用の流れ

・申請書記載事項

・添付書類

・裁定事項

４．事業の実施に関する支援制度

５．制度活用に関するご相談について

第１９号

タイトル 「建設業法施行令の一部を改正する政令」の閣議決定

発 行 2022/12

内 容

１．建設業法施行令が改正されます

２．改正・変更点の概要

３．各種金額要件の見直し

特定建設業の許可 /監理技術者の配置 /施工体制台帳

の作成 /主任技術者・監理技術者の専任 /特定専門工

事

４．技術検定

2019年改正法のおさらい /今回の施行令改正：受験

資格編 /今回の施行令改正：一部科目免除編

５．まとめ

第１８号
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タイトル メタバースの可能性と課題

発 行 2023/５

内 容

１．メタバースの可能性

・「メタバース」のイメージ

・メタバースに期待した者、失望した者

・メタバースと士業

・メタバースで出来ることの一例

２．課題

３．最後に

第２３号

タイトル ChatGPTが業務に与える影響について

発 行 2023/４

内 容

１．ChatGPTとは

２．業務に与える影響について

３．実際の実力

４．リスク

５．使い方

第２２号

タイトル スタートアップ創出促進保証制度について

発 行 2023/３

内 容

１．制度の背景

２．制度の概要

３．制度利用条件 ①（創業計画書の提出）

４．制度利用条件 ②（自己資金）

５．制度利用条件 ③（ガバナンス体制の整備に関する

チェックシート）

６．まとめ

第２１号
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タイトル インターネットで物を売買するときの注意点

発 行 2023/８

内 容

１．総論

２．EC取引に関係する法令

３．EC取引の各場面の注意点

４．越境ECについて

５．まとめ

第２６号

タイトル 建設業許可の専任技術者要件緩和

発 行 2023/７

内 容

１．令和５年７月１日施行の新ルール

・実務経験による技術者資格要件の見直し

・改正のポイント

・注意点

２．改正の背景と今後の展望

・改正の背景について

・今後の展望

３．最後に

第２５号

タイトル 蓄電池関連補助金について

発 行 2023/６

内 容

１．再生可能エネルギーの現状

２．再生可能エネルギー関連の補助金制度

３．蓄電池設置に関する補助金

再生可能エネルギー導入拡大に資する分散型

エネルギーリソース導入支援事業費補助金

・補助対象事業者（主要要件）

・補助対象経費

・公募期間

４．まとめ

第２４号
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タイトル ライドシェアの可能性と課題

発 行 2023/11

内 容

１．総論

２．モビリティサービスに関する言葉の定義

３．現代社会が抱える交通課題

４．社会課題解決のための選択肢

５．まとめ

第２９号

タイトル ブロックチェーンの可能性と課題

発 行 2023/10

内 容

１．ブロックチェーンとは

２．活用例

３．課題

４．まとめ

第２８号

タイトル 公正証書に関する手続のデジタル化について

発 行 2023/９

内 容

１．制度の概要

２．デジタル化の概要

３．デジタル化による変更点

４．公正証書の電子化に関する問題点と解決策

５．ウェブ会議利用に関する考え方と問題点

６．本人確認の方法

７．ウェブ会議ができないケース

８．まとめ

第２７号
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タイトル
「デジタルノマド」に在留資格が付与されることに
よって変わること

発 行 2024/２

内 容

１．「デジタルノマド」のための在留資格の創設

・「デジタルノマド」のための在留資格の創設

・なぜデジタルノマドビザが必要か

・パブリックコメントの制度案（告示等の改正案）

・国際的なリモートワーカーの配偶者又は子として

行う日常的な活動

２．最後に

第３２号

タイトル 旅館業法の改正～事業譲渡による承継制度の創設～

発 行 2024/１

内 容

１．総論

２．法改正の全体像

３．事業譲渡による承継制度の創設

４．今後の展望とまとめ

第３１号

タイトル サウナを開業するには公衆浴場営業許可を

発 行 2023/12

内 容

１．近年のサウナブームが後押し

２．公衆浴場営業許可の種類

３．サウナ施設営業許可申請での注意点

・保健所の基準

・都市計画法の基準

・建築基準法の基準

・消防法の基準

４．まとめ

第３０号

GIS行政書士業務・情報サイト https://www.horei.co.jp/gis/

https://www.horei.co.jp/gis/
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